
資料３－１

事案の概要及び群馬県における対応の経緯について

１ 事案の概要

平成２４年５月１７日（木）頃から２０日（日）頃までの間、利根川水系から水

道水を取水している各都県（群馬県、埼玉県、千葉県、東京都）の複数の浄水場に

おいて、塩素処理後の浄水から濃度の高いホルムアルデヒドが検出される事態が頻

発。一部は水道水質基準（0.08mg/l 以下）を超過し、水道水の供給停止・広範囲に

わたる断水が千葉県等において発生し、市民生活に大きな影響を与えた。

今回検出されたホルムアルデヒドは浄水処理過程の塩素添加により副生成物とし

て発生していると推定され、河川水中に含まれるその前駆物質については不明であ

ったが、５月２５日に厚生労働省から「ヘキサメチレンテトラミン」が原因となる

前駆物質であるとの報道発表がなされた。

群馬県、埼玉県及び高崎市等においては、原因調査と新たな利水障害の発生に備

えるため、５月２０日から６月７日（木）にかけて、関連する物質を取り扱う工場

・事業場への緊急立入調査、廃棄物処理法に基づく報告徴収及び河川の緊急定期モ

ニタリング調査（利根川流域９地点（群馬県側）、６地点（埼玉県側）で毎日採水

・分析・結果公表）を継続して実施した。

６月７日に、両県及び市において調査結果を公表した。

埼玉県に所在する事業者がヘキサメチレンテトラミンを高濃度に含む産業廃棄物

を排出し、これを高崎市の処理業者が受託して中和処理を行い、原因物質を含む排

水を利根川支川の烏川に排出したことが原因であると推認される。

２ 群馬県における対応

（１）河川５地点（5/23からは９地点）で定期モニタリングを実施。（5/20～6/7）

（２）ヘキサメチレンテトラミン取扱い事業所（3ヶ所）に立入調査。（5/19、5/25）

（３）アミン系物質の取り扱い事業所（16ヶ所）への立入調査。（5/21～5/24）

（４）高崎市内の産業廃棄物処理業者に立入調査。（5/28、5/31）

※立入調査については全て事業所所在市町と合同で実施。

３ 対応の経緯

別紙を参照。



群馬県における対応の経緯（5/17～6/7）：

・5/17(木)

埼玉県企業局から県企業局に、行田浄水場でホルムアルデヒドが基準値以

下ではあるが通常より高い濃度で検出された旨の情報提供あり。

・5/18(金)

環境保全課に対し、埼玉県水環境課からホルム検出について情報提供あり。

東部地域水道が、原水（塩素処理後）で基準値を超過したため、取水停止。

・5/19(土)

埼玉県水環境課から環境保全課に、烏川上流の水質調査依頼あり。

県・高崎市合同で､烏川流域７点河川水と工場排出水（１事業所）を採水。

東部地域水道が取水再開。

・5/20(日)

河川７地点・工場排出水(１事業所)の検査結果（異状なし）及び県内河川

の定点監視体制（５地点）の整備について発表。

県内河川の定点観測を開始。

埼玉県行田浄水場取水口で、基準値以下であるがホルムアルデヒド濃度が

再び上昇。

・5/21(月)・23（水）～24（木）

ＰＲＴＲ法に基づきアミン系物質を届け出ている事業所16事業所に対し、所在

市町と合同で実地調査。特に異状は認められなかった。

・5/23（水）

河川定点観測４地点を追加。（合計９地点）

・5/24（木）

環境省・厚生労働省が、原因物質としてヘキサメチレンテトラミン（以下

「ＨＭＴ」という。）が推定される旨を発表。



・5/25（金）

上記16事業所のうち、ＰＲＴＲ法によりＨＭＴを届け出ている3事業所に対し、

所在市町と合同で詳細調査を実施。当該物質の管理は適切に行われていること

が確認された。

埼玉県が、ＤＯＷＡハイテック㈱がＨＭＴを高濃度含む廃液を、高崎市内の産

業廃棄物処理業者に処理委託している旨を発表。

高崎市が同市内の産業廃棄物処理業者に対し、廃棄物処理法第18条に基づく報

告を求める。（5/29受領）

・5/28（月）・31（木）

群馬県・高崎市合同で、高崎市内の産業廃棄物処理業者に立入調査。

・6/1（金）

群馬県・高崎市合同で、ＨＭＴを含む産業廃棄物の処理に係る調査の経過（廃

液の処理形態・時期、契約状況等の事実関係）を発表。（埼玉県同時発表）

・6/7（木）

埼玉県の実証試験、ＨＭＴの取水口までの推定流達時間、浄水場でのホルム検

出状況から、ＤＯＷＡハイテック㈱が高崎市内の産業廃棄物処理業者に委託し

た、ＨＭＴを含む廃液の処理が本事案の原因である可能性が高い旨の調査結果

を、群馬県・高崎市合同で発表。（埼玉県同時発表）

河川定点観測を終了。


